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１．問題と目的

　改正障害者基本法（内閣府，2001 1））や発達障害者支
援法（文部科学省，2004 2））の施行ともに，特別支援教
育の推進，及び特別支援教育に関する教員の資質向上が

重要な課題となっている。特別な教育的支援ニーズのあ
る子どもが在籍する全ての学校で，すべての教職員が特
別支援教育の実践に必要な知識・技能などを有している
ことが求められており（文部科学省，2012 3）），教育委員
会等においては特別支援教育に関する資質向上のための
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研修等の充実が取り組まれてきた。そこで福田ら（2020 
4），2021 5）6）7））では，研修の充実のために，現職教員の
視点から「特別支援教育」の研修の在り方について検討
した。しかし一方で受講者である教員に限らず，研修を
提供する側の目的・意図や要望，研修の目的・ゴールな
ど，多角的な視点から明らかにすることの必要性が示唆
された。また新型コロナウイルス感染拡大による影響か
ら，非集合型オンライン研修への切り替えや，NITSオン
ライン講座と（NITSホームページにて提供している校内
研修動画）等多様な方法の活用が検討される（文部科学
省，2020 8））など新たな研修の在り方についても検討が
必要と考えられた。そこで本論文では，教育委員会（教
育センター・教員研修センター等）の主催による「特別
支援教育」の教員研修の現状等を把握し，多角的な視点
から「特別支援教育」の研修の在り方について検討する
ことを目的とする。

２．方法

２．１　調査対象
　首都圏の教育委員会（教育センター・教員研修セン
ター等）で「特別支援教育」教員研修の事務を担当して
いる51名を対象とした。回答者のうち指導主事は42名
（82.4%），行政事務職は4名（7.8%），その他（教育セン
ター所長，学校教育指導員）は2名（3.9%），未回答者
は3名（5.9%）であった。

２．２　調査内容
　「特別支援教育」の研修実施に関わる実情と，対象の
教育委員会が主催している「特別支援教育」の研修場所，
「特別支援教育」の研修に関する意見，2020年度のコロ
ナ禍による教員研修の運営に関する影響と課題について
回答を求めた。研修実施に関わる実情については，コロ
ナ禍の影響から2020年度の研修は中止または縮小などの
変更が推測されため，2019年度の実施状況について回答
を求めた。また研修場所については，質問紙内に，「庁
舎・公民館，教育センターなどの会場でおこなう職場外
研修（OFF-JT：OFF-Job Training）と，教員が所属する各
学校などの会場でおこなう職場内研修（OJT：On the Job 
Training）［授業時間・放課後時間など全て含む］につい
てお尋ねします。」と説明を行った。

２．３　分析方法
　自由記述から得られた回答については，大学教員1名
と臨床心理学を専門とする大学院生2名が，意味のま
とまりごとに切片化し，KJ法を援用した方法によりカテ

ゴリー化を行った。その際，複数のカテゴリーに当ては
まると判断された場合は複数に分類した。表中の項目数
（n）は延べ数である。その他の回答については単純集計
をおこなった。

２．４　調査方法
　郵送法により，独自に作成した質問紙の回答を対象者
に依頼した。期間は2020年 9月から同年10月までとした。

２．５　倫理的配慮 
　質問紙を郵送した際に，研究倫理を遵守し，得られた
データは統計的に処理し，学校や個人などが特定される
ことがないことを明記した調査依頼書を同封した。調査
用紙への回答をもって，調査ならびに研究結果の発表に
ついて同意が得られたものとした。その上で，個人情報
に十分留意し，倫理的配慮を行った。また本研究は東京
学芸大学研究倫理委員会の審査・承認を得て実施した。

３．結果と考察

３．１　�「特別支援教育」教員研修実施に関わる実情
について

（1）2019年度に開催された講座数
　有効回答数は51で，回答は最も少ないもので計1講座，
最も多いもので計29講座であった。また計1～ 5講座で
あると回答した自治体は35（68.6%），計 6～10講座であ
ると回答した自治体は12（23.5%），計11～29講座であ
ると回答した自治体は4（7.8%）であった。

（2）2019年度に開催された研修の回数
　有効回答数は51で，最も少ないもので年に1回，最も
多いもので年に137回であった。また年に1～10回であ
ると回答した自治体は37（72.5%），年に11～20回であ
ると回答した自治体は7（13.7%），年に21～30回である
と回答した自治体は4（7.8%），年に30回以上であると
回答した自治体は3（5.9%）であった。

（3）「特別支援教育」の研修を受講した教員等の所属
　有効回答数は51で，通常学級の教員を対象とした研修
を開催した自治体は43（84.3%）であった。同様に，特
別支援学級の教員については47（92.2%），通級指導教
室の教員については37（72.5%），管理職については15
（29.4%），その他の教員等については14（27.5%）の自
治体が，「特別支援教育」の研修を実施したと回答した。
この結果から，通級指導教室・特別支援学級・通常学級
の教員については7割～ 9割の自治体で「特別支援教育」
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の研修が実施されている一方で，管理職への実施につい
ては3割程度の自治体にとどまっていることが明らかに
なった。
　またそれぞれの研修の講座数について尋ねたところ，
通常学級の教員を対象とした研修については，最も少な
い自治体で1講座，最も多い自治体で8講座開催されて
おり，平均は2.8，有効回答数は27であった。特別支援
学級の教員を対象とした研修については，最も少ない自
治体で1講座，最も多い自治体で8講座開催されており，
平均は3.1，有効回答数は26であった。通級指導教室の
教員を対象とした研修については，最も少ない自治体で
1講座，最も多い自治体で8講座開催されており，平均
は2.6，有効回答数は21であった。管理職を対象とした
研修については，最も少ない自治体で1講座，最も多い
自治体で5講座開催されており，平均は1.4，有効回答数
は7であった。その他の教員等を対象とした研修につい
ては，最も少ない自治体で1講座，最も多い自治体で6
講座開催されており，平均は2.3，有効回答数は10であっ
た。その他については，特別支援コーディネーターや市
職員，養護教諭，特別支援教育介助員，幼稚園職員など
であった。

（4）「特別支援教育」の研修受講者の職層
　有効回答数は50で，教員を対象とした研修を開催し
た自治体は，50（100.0%）であった。養護教諭について
は30（60.0%），管理職については19（38.0%），その他に
ついては5（10.0%）の自治体が，「特別支援教育」の研
修を実施したと回答した。またそれぞれの研修の講座数
について尋ねた。教諭を対象とした研修については，最
も少ない自治体で1講座，最も多い自治体で29講座開催
されており，平均は4.9，有効回答数は33であった。養
護教諭を対象とした研修については，最も少ない自治体
で1講座，最も多い自治体で29講座，平均は3.9，有効
回答数は21であった。管理職を対象とした研修について
は，最も少ない自治体で1講座，最も多い自治体で14講
座，平均は3.0，有効回答数は12であった。その他の教
員等を対象とした研修については，最も少ない自治体で
1講座，最も多い自治体で4講座開催されており，平均
は1.8，有効回答数は5であった。その他については，特
別支援コーディネーターや市職員，特別支援教育介助員，
保育園・所の保育士，幼稚園職員などであった。
　本調査では，教育委員会が開催する管理職を対象とし
た「特別支援教育」の研修については低調であることが
明らかになった。このことから，管理職の連絡会などで
特別支援教育における新しい課題や，昨今の問題などに
関する学びの機会が確保されていることの重要性や，教

育委員会による実態把握の必要性が示唆された。

（5）「特別支援教育」研修の研修スタイル・方法
　2019年度に実施された「特別支援教育」研修の研修ス
タイル・方法について，複数回答可の選択式で尋ねた。
有効回答数は51で，「講義型研修」を実施したと回答し
た自治体は48（94.1%），「グループ討議を含む研修」に
ついては46（90.2%），「授業や指導参観」については16
（31.4%），「ケースカンファレンス」については14（27.5%），
「実技研修」については8（15.7%），「インターネット等
活用による遠隔講義」については2（3.9%），「調べ学
習・資料等を持ち寄るグループワーク＆参加者発表」に
ついては3（5.9%），「その他」については0（0.0%）の
自治体が実施したと回答していた（図１）。福田・橋本ら
（2020）4）の調査では，「特別支援教育」研修の研修スタ
イル・方法に関わる現職教員のニーズについて「校内研
修・講義型研修」，「グループ討議」，「ケースカンファレ
ンス」，「授業参観」，「実技研修」はどれも高いニーズの
ある研修スタイル・方法であることが明らかになった。
しかし，本調査では「講義型研修」と「グループ討議を
含む研修」は90%以上の自治体で実施されている一方で，
「授業や指導参観」「ケースカンファレンス」「実技研修」
は15%～30%程度の実施率にとどまっていることが明ら
かになった。また，本調査はコロナウイルス感染症の拡
大以前である2019年度の実施について尋ねたものであ
る。よって，2020年度以降の研修については，コロナウ
イルス感染症への対策の観点から「ケースカンファレン
ス」，「授業参観」，「実技研修」の実施率が低くなってい
ることと，「インターネット等活用による遠隔講義」の実
施率が高くなっていることが推測される。よって，今後
の「特別支援教育」の研修においては，教員からのニー
ズに応じられるようなオンライン等による研修の工夫が
求められていると考えられる。

図１　2019年度に実施した研修スタイル・方法（n=51）
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（6）�「特別支援教育」研修に関わる受講修了証の発行
について

　有効回答数は51で，「発行している」と回答した自治
体は1（2.0%），「発行していない」と回答した自治体は
49（96.1%），「その他」は1（2.0%）であった（図２）。
「その他」については受講した研修の履歴登載が行われ
ているようだった。

図２　研修後の受講修了証発行の有無 （n=51）

　また研修後に受講修了証が発行されるシステムについ
て，選択式で回答を求めた結果，有効回答数は50であっ
た。「大変良いと思う」と回答した方は1名（2.0%），「少
し良いと思う」と回答した方は11名（22.0%），「どちらと
も言えない」と回答した方は34名（68.0%），「あまり良
いと思わない」と回答した方は3名（6.0%），「全く良い
と思わない」と回答した方は1名（2.0%）であった。そ
の理由について尋ねると有効回答数45で，良いと思う理
由については「受講者の励みになる・モチベーションに
つながる」と回答した方が 5名（11.1%），研修の積み重
ねや体系化に役立つため」が 4名（8.9%），「全員受講へ
つながりやすくなるため」が 2名（4.4%），「管理職への
研修修了報告となるため」が1名（2.2%）であった。良
いと思わない理由については「有用性がわからないため」
が10名（22.2%），「受講者のニーズがわからないため」
が 4名（8.9%），「修了証の取得が研修の目的ではないた
め」が 4名（8.9%），「すでに履歴登載は行われているた
め」が 3名（6.7%），「受講修了の基準がわからない」が
3名（6.7%），「研修後に全職員に対して研修内容の周知
が行われているため」が 2名（4.4%），「負担が増えるた
め」が 2名（4.4%），「以前発行したがあまり活用されて
いなかった」，「対象の教員は決まっているため」，「検討
が不十分なため」，「研修の内容や目的によるため」，「引
き続きの受講がしづらくなる可能性があるため」が1名
（2.2%）であった。
　橋本・福田ら（2021）5）の調査では，受講修了証につ

いて半数以上（55%）の教員が「取得したい」と考えて
おり，34%の教員が「どちらとも言えない」と考えてい
ることが明らかになった。前報と本調査において「どち
らとも言えない」の割合が高くなってしまったことにつ
いては，どのような研修をどの程度受講した場合に発行
されるものなのかという具体的な取得方法や，どのよう
な有用性のあるものなのかという具体的な説明が不十分
であったと考えられる。しかし現時点で半数以上の教員
にとって，研修終了後に受講修了証が発行されるような
システムにニーズがあることが明らかになっており，今
後より具体的な検討や調査が求められるであろう。

（7）「特別支援教育」研修の主な立案者と方法・内容
　研修講座は，主に誰がどのように立案しているのかに
ついて，自由記述で回答を求めた。有効回答数は100で
あった。立案の主体となっている人物については，有効
回答数54であり，その中では「指導主事」が最も多く32
名（59.3%）であった。続いて，「教育委員会や教育セン
ターの担当者」が13名（24.1%），「アドバイザー（特別支
援教育アドバイザー，スーパーヴァイザーなど）」が 4名
（7.4%），「講師」が3名（5.6%），「通級指導教室や特別支
援学校などの研修担当者」が 2名（3.7%）であった。ど
のように立案されているのか（方法）については，有効
回答数19で，「学校訪問やアンケートから，自治体にいる
教員の課題やニーズを明らかにする」という回答が最も
多く6名（31.6%）であった。続いて「昨年度の反省や改
善点を検討しながら立案する」が5名（26.3%），「関係機
関と連携しながら立案する」が3名（15.8%），「自治体の
教育施策や方針を基に立案する」が 2名（10.5%），「上司
の指示を受けながら立案する」が 2名（10.5%），「年間計
画に基づいて立案する」が1名（5.3%）であった。何を
立案するのかについては，有効回答数27で，「学校・教
員・自治体の実態・課題・ニーズに応じた内容」が19名
（70.4%），「専門性を高め，資質能力の向上を図ることが
できる内容」が 4名（14.8%），「年間計画（日程）」が3
名（11.1%），「講師」が1名（3.7%）であった。
　これらの結果から，一人が中心となって立案している
自治体と，数名で検討しあったり情報共有を行ったりし
ながら立案をしている自治体があることが明らかになっ
た。また各自治体の「学校訪問やアンケートから自治体
にいる教員の課題やニーズを明らかにする」，「関係機関
と連携しながら立案する」などの工夫が「学校・教員・
自治体の実態・課題・ニーズに応じた内容」の立案や，
効果的・効率的な研修の立案につながっていると考えら
れた。

発行していない
96%

発行している
2%

その他
2%

研修後の受講修了証発行の有無
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（8）「特別支援教育」研修の受講者から出される要望
　受講者から出される要望について，自由記述で回答を
求めた。有効回答数は78であった。研修の内容や研修
スタイルについては「子供への対処・指導法」と「具体
的・実践的な内容」が最も多く16名（20.5%）であった。
続いて「特別支援教育に関する理解」が10名（12.8%），
「事例検討」が 6名（7.7%），「所属や経験年数に応じた
内容」が 5名（6.4%），「就学・就労」が 3名（3.8%），
「他校の教員との情報交換」が 3名（3.8%），「検査・ア
セスメント」が 2名（2.6%），「保護者との連携」が2名
（2.6%），「教育的ニーズに応じた内容」が 2名（2.6%），
「個別指導計画や学校生活支援シートの書き方」が1名
（1.3%），「ICT機器の効果的な活用の方法」が1名（1.3%）
であった。その他については「研修回数の増加」が 4
名（5.1%），「講師やアドバイザーに関するもの」が 4名
（5.1%），「年度当初の実施」が1名（1.3%），「研修履歴
が残るシステムの構築」が1名（1.3%），「勤務地に近い
場所での開催」が1名（1.3%）であった。

３．２　�市区教育委員会が主催している「特別支援教育」
の研修場所について

（1）2019年度に主催したOJTとOFF-JTについて
　教育委員会が主催したOJTに関する有効回答数は40
で，最も少ない自治体で開催なし，最も多い自治体で14
の開催，平均は1.8の開催であった。また教育委員会が
主催したOFF-JTに関する有効回答数は48で，最も少な
い自治体で開催なし，最も多い自治体で137の開催，平
均は9.2の開催であった。本調査ではOJTとOFF-JTにつ
いて，質問紙内に説明を行った。しかし各自治体によっ
てOJTへの認識について「教員が主催者となるもの」や
「教育委員会が開催者となるもの」などの差が生じたと
考えられた。しかし，中央教育審議会（2007）8）や鈴木
（2018）9）にあるようにOJTとOFF-JTにはそれぞれ役割
や重要性があり，これらを効果的に使い分けたり，関連
づけたりする必要があると考えられる。そのために今後
は教育委員会の更なるOJTへの関与が必要になるのでは
ないだろうか。教員が自主的に高いモチベーションをもっ
て実施するOJTが効果的であることは明白であるが，教
員の専門性向上のためには，教育委員会が校内で行われ
ているOJTの実態を正確に認識し，OFF-JTの内容の精査
や，そのOFF-JTの学びをOJTに還元するようなシステム
につなげることが，今後求められるであろう。

（2）OJTとOFF-JTによる研修の課題について
　OJTによる研修を行う際に課題だと思う点について，
複数可の選択式で尋ねた。有効回答数は46で，「専門的

で高度な内容」が課題と回答した自治体は20（43.5%），
「指導者の負担」は16（34.8%），「現場や実務への活用」
は14（30.4%），「効率性」は11（23.9%），「モチベーショ
ン」は9（19.6%），「指導者からの影響」は5（10.9%），
「体系的」「即時性」は4（8.7%），「生産性」は3（6.5%），
「コスト・パフォーマンス」は2（4.3%），「その他」は6
（13.0%）の自治体が課題と回答していた。「その他」に
ついては，会場校の負担や立地条件，教職員の多忙さ，
指導者不足，研修時間も確保などが挙げられていた。
　次に，OFF-JTによる研修を行う際に課題だと思う点に
ついても，複数可の選択式で尋ねた。有効回答数は50
で，「現場や実務への活用」が課題と回答した自治体は
30（60.0%），「コスト・パフォーマンス」は14（28.0%），
「効率性」は13（26.0%），「専門的で高度な内容」は10
（20.0%），「即時性」は9（18.0%），「体系的」「指導者か
らの影響」は5（10.0%），「モチベーション」は4（8.0%），
「生産性」と「指導者の負担」は3（6.0%），「その他」
は5（10.0%）の自治体が課題と回答していた。「その他」
については，授業との両立，教職員の多忙さ，研修時間
の確保，時間的な制約などが挙げられていた。
　OJTとOFF-JTの結果を比較すると（図３），「専門的で
高度な内容」や「指導者の負担」，「モチベーション」が
OJTによる研修の方がより課題と感じられやすいこと，
また「コスト・パフォーマンス」や「現場や実務への活
用」はOFF-JTによる研修でより課題と感じられやすいこ
とが明らかになった。

図３　�OJTとOFF-JTによる研修を行う際の課題（OJT: 
n=46, OFF-JT:n=50）

（3）OJTとOFF-JTは適切に行われているかについて
　OJTとOFF-JTが適切に行われていると思うかについ
て，選択式で尋ねた。有効回答数は49で，「大変良いと
思う」と回答した方は７名（14.3%），「少し良いと思う」
は15名（30.6%），「どちらとも言えない」は21名（42.9%），
「あまり良いと思わない」は4名（8.2%），「全く良いと
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思わない」は2名（4.1%）であった。またその理由につ
いて自由記述で回答を求めたところ，有効回答数は33
で，適切に行われている理由としては「OJTとOFF-JTの
それぞれが計画的に適切な環境で行われている」が 5
名（15.2%），「目的や時期，担当の課などOJTとOFF -JT
の棲み分けができている」と「教員の多忙さを鑑み，質
のいい研修を必要な回数のみ実施することを重要視でき
ている」が 3名（9.1%），「研修内容の学校への周知・実
務への還元が確実に行われている」が 2名（6.1%），「ア
ンケート結果が良好である」と「各学校の実態を把握
している」が1名（3.0%）であった。どちらとも言えな
い・適切に行われていない理由としては「センター主催
研修のほとんど（または全て）がOFF-JTである」が 7名
（21.2%），「モチベーションや実施状況が学校によって異
なる」が 4名（12.1%），「各校で行われているOJTの実
施状況を全て把握できているわけではない」と「研修の
質が低いと感じる時がある」が 2名（6.1%），「計画的な
OJTが始まったところであり，今後その成果や課題につ
いて検証する段階」「OJTとOFF-JTにはそれぞれ課題が
ある」「教職員の多忙により研修の時間を設定できない」
が1名（3.0%）であった。

（4）�OJTとOFF-JTのデメリットを補う他の研修の必要
性について

　OJTとOFF-JTのデメリットを補う他の研修が必要で
あると思うかについて，選択式で尋ねた。有効回答数
は49で，「大変必要であると思う」と回答した方は6名
（12.2%），「少し必要であると思う」は9名（18.4%），「ど
ちらとも言えない」は21名（42.9%），「あまり必要であ
ると思わない」は12（24.5%），「全く必要であると思わ
ない」は1名（2.0%）であった。またその理由について
自由記述で回答を求めたところ，有効回答数は37で，必
要である理由としては「研修向上の重要性は認識して
いるため」という回答が 5名（13.5%），「現状では全て
の受講者の需要を満たすことができないため」が 4名
（10.8%），「オンライン研修の質と機能の向上によって可
能であり，必要であるため」が 2名（5.4%），「特にOJT
の充実を図る必要があるため」が1名（2.7%）であった。
また，どちらとも言えない・必要と思わない理由として
は「研修を増やすための時間確保が難しいため・教員の
負担を増やさないため」と「OJTとOFF-JTは補完できる
と考えているため」が 8名（21.6%），「まずは教育委員
会の中での連携・協働が必要であるため」「研修の内容
によって対象と会場を設定しているため（必要に応じて
OJTとOFF-JTを行えば良い）」「研修の内容や方法をまず
検討する必要があるため」が 2名（5.4%），「学校の実情

によりOJTの実施には限界があるため」「教育委員会主
催の場合，OFF-JTが中心となってしまうため」「まずは
OJTとOFF-JTの在り方を確立していくことが大切である
ため」が1名（2.7%）であった。

３．３　「特別支援教育」の研修に関する意見
　「特別支援教育」の研修に関する意見について，自由
記述での回答を求めた。有効回答数は38で，今後重要
視したい研修の内容や，研修システム，研修を開催する
上での課題などの回答が得られた。研修内容については，
「具体的で実践的な指導や支援に関する内容」が 4名
（10.5%），「若年層教員に向けた研修」「受講対象者や学
校の状況に合わせた内容」が 3名（7.9%），「最新の情報
を聞けるような研修」が 2名（5.3%），「保護者とのディ
スカッション」「アセスメントに関する研修」「エビデン
スのある応用行動分析や認知行動療法の応用に関する研
修」「GIGAスクールに関する研修」「授業改善の視点等
をテーマにした研修」「就学支援についての研修」が1
名（2.6%）であった。また研修システムについては，「全
ての教職員が一定の理解と知識を習得できるようなシス
テム」が 4名（10.5%），「一人でも多くの教職員に研修を
行えるシステム」が 3名（7.9%），「教員養成の段階で教
育現場を想定したスキルを身につけられるシステム」が
1名（2.6%）であった。研修を開催する上での課題につ
いては，「講師の選定の難しさ（人材リストを作ってほし
い）」が 3名（7.9%），「研修で得た知識を校内で実践的
に還元してもらいたい」が 2名（5.3%），「多職種に関連
する横断的な研修の必要性」「教員が研修を受けるため
の時間の確保が難しい」「教員の指導への意識改革・授
業改善は難しい場合がある」「効果的な研修となるよう
に精選が必要」「大学教授と教育センターとの連携の重
要性」「指導主事の専門性の担保」「専門性向上へのモチ
ベーションの低さ」が1名（2.6%）であった。
　これらの結果から，研修を主催する立場である教育委
員会からは，「特別支援教育」の研修に対して，幅広い
意見があることが明らかになった。また，その幅広さか
ら各自治体の教員の実態やニーズ，教育委員会としての
思いなどの様々な要素から，効果的・効率的な研修のた
めに研修内容や方法を精査することの難しさを窺うこと
ができた。効果的・効率的な研修が望まれる中で，いく
つかのキーワードを組み合わせて一人でも多くの教員に
参加してもらえるような研修を実施したり，OJT・OFF-
JTで学ぶべき内容やオンライン研修・対面型研修で学ぶ
べき内容を整理したりするような工夫の検討が必要とな
るだろう。
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３．４　�2020年度のコロナ禍による教員研修の運営
に関する影響と課題について

　2020年度のコロナ禍による教員研修の運営に関する影
響と課題について，自由記述で回答を求めた。有効回答
数は102で，最も多い回答は「集合研修の中止や減少」
（23名，22.5%）であった。他には，「動画配信やリモート
での実施」（13名，12.7%），「資料配布での対応」（12名，
11.8%），「教員の資質向上や研修内容の深まりへの影響」
（9名，8.8%），「教員同士の情報共有や繋がりの場の減
少」（7名，6.9%），「話し合いやワーク形式・授業参観の
研修が難しい」（6名，5.9%），「研修内容・形態の変更」
「リモート研修のための環境調整やオンライン研修がで
きる講師の確保」（5名，4.9%），「授業時数の調整から，
研修時間に当てられなくなった」（4名，3.9%），「代替
課題の必要性」「会場の制限」「感染対策をしながらの実
施」「教員の疑問や不安が解消されづらくなった」（3名，
2.9%），「対面とオンラインの組み合わせによる効果的で
有意義な研修」「参加者による各学校への伝達」（2名，
2.0%），「巡回相談の実施」「通級担当初任研を新たに実
施」（1名，1.0%）であった。

　本研究は，東京学芸大学現職教員研修推進機構による
プロジェクト『特別支援教育に関わる大学発信型現職教
員研修システムの開発』の一環として行った。
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